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混雑空港の発着枠（スロット）使用に係る許可制度

＜ 航空法 ＞
（運航計画等）
第百七条の二 国内定期航空運送事業を経営しようとする本邦航空運送事業者は、運航計画（路線ごとの使用空港等、運航

回数、発着日時その他の国土交通省令で定める事項を記載した計画をいう。以下同じ。）を定め、あらかじめ、国土交通大臣
に届け出なければならない。
２ ～ ４ （略）

＜ 航空法 ＞

（混雑空港に係る特例）
第百七条の三 混雑空港（当該空港の使用状況に照らして、航空機の運航の安全を確保するため、当該空港における

一日又は一定時間当たりの離陸又は着陸の回数を制限する必要があるものとして国土交通省令で指定する空港＊を
いう 以下同じ ）を使用して国内定期航空運送事業を経営しようとする本邦航空運送事業者は 混雑空港ごとに

２ ～ ４ （略）

いう。以下同じ。）を使用して国内定期航空運送事業を経営しようとする本邦航空運送事業者は、混雑空港ごとに、
当該混雑空港を使用して運航を行うことについて国土交通大臣の許可を受けなければならない。

２ 前項の許可を受けようとする本邦航空運送事業者は、当該混雑空港を使用空港とする路線に係る運航計画を記載
した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

３ 国土交通大臣は、第一項の許可をしようとするときは、次の基準によって、これをしなければならない。
一 運航計画が航空機の運航の安全上適切なものであること。
二 競争の促進、多様な輸送網の形成等を通じて利用者の利便に適合する輸送サービスを提供するものであること等
当該混雑 空港を適切かつ合理的に使用するものであること。

４ 国土交通大臣は、第一項の許可をしようとするときは、同項の本邦航空運送事業者の当該混雑空港の従前の使用
状況に配慮してこれをしなければならない。状況に配慮してこれをしなければならない。

５ 第一項の許可の有効期間は、許可の日からその日の属する単位期間（当該混雑空港に係る同項の指定の日以後の
期間を五年を超えない範囲内において国土交通省令で定める年数＊＊ごとに区分した各期間をいう。）の末日まで
の期間とする。

６ 第一項の許可を受けた本邦航空運送事業者は、第二項の運航計画を変更しようとするときは、国土交通大臣の認可を受
けなければならないけなければならない。

７ 第三項の規定は、前項の認可について準用する。
８～11 （略）

＊ 国土交通省令（航空法施行規則第２１９条の２第１項）で、羽田空港、伊丹空港、関西空港、成田空港の４空港を指定。
＊＊ 国土交通省令（航空法施行規則第２１９条の２第１項）で、５年と規定。
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羽田空港の発着枠は、新規航空会社に対する配分をより重視し、競争促進。

羽田空港の国内定期便の発着枠の配分の経緯

羽 空港 発着枠は、新規航空会社 対する配分をより重視し、競争促進。

ＳＫＹ・
ＡＤＯの参入

Ｈ９．７
新 走路

Ｈ１２．７
新 滑走路

Ｈ１４．１０ Ｈ１５．７Ｈ１４．４
華航空

Ｈ１２．２
規制緩和

Ｈ１４．１０
ＪＪ統合

Ｈ１７ ４

Ｈ１７．２
混雑飛行場運航許可

の更新

Ｈ１７．１２

ＳＮＡの参入

Ｈ１９．１１

ＳＦＪの参入

Ｈ２２．１０
Ｈ２３ ３

：配分方法の検討実施

新Ｃ滑走路
供用

新規航空会社枠

新Ｂ滑走路
供用

新規航空会社枠

ＪＪ統合に伴う返
還

競争促進枠

滑走路占有時間
の短縮

新規優遇枠

中華航空
成田移転

４０便４０便 ５７便５７便 １２便１２便４便４便

Ｈ１７．４
回収・再配分

新規優遇枠

内訳

新規航空会社枠

管制運用の見直
し

新規優遇枠

１０便１０便各 種 の 枠 を 全 て各 種 の 枠 を 全 て
新規優遇枠に統合新規優遇枠に統合

高速離脱誘導路
の整備等

６便６便１０便１０便

Ｈ２３．３
羽田再拡張
（第1段階）

新規優遇枠

３７便３７便

新規優遇枠88

新規航空会社に優先配
分。未使用枠は大手航
空会社が暫定使用

新規航空会社枠 新規航空会社枠 競争促進枠 新規優遇枠

６ １５ １２ １０ SKY:32(7.4%)
SNA:22(5.1%)
ADO:21(4.8%)
SFJ: 14(3.2%)

新規優遇枠

２０

新規計

６

新規航空会社枠

４

新規計

２１
新規計

２５
新規計

３７
新規計

４７
新規計

６７

新規優遇枠

５

新規計

７２
暫定使用

新規優遇枠

１６

新規計

８８

新規航空会社
の優遇

新規優遇枠88
＋その他１＊

空会社が暫定使用

１便路線(稚内
等)及び新空港
路線(佐賀、大
館能代)へ配分

路線と切り離した

新空港路線
(能登、新紋
別)へ配分

６ ２

政策枠

自由枠

特定路線枠

地方ネットワ
航空会社評価枠

回収

ＪＡＬ：２２

ＡＮＡ：１８

回収

ＪＡＬ：１２

大手航空会
社への配分

５

際内乗継

改善枠

→ＳＦＪ
（羽田＝関西）

４

大手航空会社大手航空会社

使 枠使 枠 ＊＊

大手航空会
社への配分

２０

大手航空会社
への配分

路線と切り離した
配分を実施し、少
便数会社を優遇

２８ ４０
JAL:180.5

(41.7%)
ANA:163.5

(37.8%)

地方ネットワー
クへの貢献等
を評価する視
点を導入

ＡＮＡ：１８

再配分

ＪＡＬ：１１

ＡＮＡ：９配分済分

２７６
配分済分

３１０
配分済分

３２０

国内地方路線
枠 ２

の使用枠の使用枠 344344＊＊

配分済分

３２５３１０
大手計

３１０
大手計

３５２
大手計

３５２
大手計

３４０
大手計

３４０
大手計

３２０
大手計

３２５

注）上記内訳には、
H19.11の増枠分

暫定使用
大手計

３４５

新規路線開
設枠 １

計
３１６

計
３７３

計
３７７

計
３７７

計
３８７

計
３８７発着枠計

計
３９７

計
４０３

及び新規路線開
設枠を含まず。

計
４４０

設枠 １

＊：羽田再拡張（第1段階）で大手に配分した２０便のうち４便分について、出発４便をＡＮＡに、到着１便をＪＡＬ、１便をＡＮＡ、２便をＳＦＪに配分し、それぞれ１便を０．５枠としてカウント。 2



首都圏空港（羽田・成田）の年間発着枠の増加について

羽田空港 成田空港 首都圏空港全体羽田空港
（うち国際線）

成田空港 首都圏空港全体

H22.10月まで 30 3万回 22万回 52 3万回
H22.10月まで

（羽田Ｄ滑走路供用前）
30.3万回 22万回 52.3万回

現在

（H24.3.25以降）

39万回 （ 6万回 ）
25万回 64万回

国際線の内訳
昼 間：3万回 深夜早朝：3万回

H25年夏ダイヤから 41万回 （ 6万回 ）
国内線２万回を増枠

68万回27万回

（H25.3.31以降）
以降、首都圏空港を含めたオープンスカイを実施

国内線２万回を増枠

最終形
羽田：H25年度末
成田：H26年度中

44.7万回 （ 9万回 ）
30万回 74.7万回

国際線の内訳
昼 間 6万回 深夜早朝 3万回

＊１．いずれも年間当たりの回数である。

＊２．回数のカウントは、１離陸で１回、１着陸で１回のため、１離着陸で２回とのカウントである。
＊３．成田空港の今後のスケジュールについては、最短の場合を想定したものである。

＊４．羽田空港の発着枠数の中には、深夜早朝の国際チャーター便等の運航に使われる枠数も含まれる。

昼 間：6万回 深夜早朝：3万回
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終 定

羽田空港の発着枠の増加

現状
今回の増枠（予定）

【平成２５年３月】

最終形（予定）
（安全面を確認しながら）

【平成２５年度中】

６時～２２時台
の処理可能

出発回数 ３５回／時※１ ３７回／時※１ ４０回／時

機数 到着回数 ３５回／時※１ ３７回／時※１ ４０回／時

発着枠の総数／日 ９６０回 １０１０回 １，１１４回※２

国際定期便の発着回数
８０回

（４０便）

８０回

（４０便）

１６０回

（８０便）
＋４０便

国内定期便の発着回数
８８０回

（４４０便）

９３０回

（４６５便）

９３０回

（４６５便）
＋２５便

（ 便） （ 便） （ 便）

※２：うち２０回はリレー時間帯として利用
※１：６、７時台は出発４０回/到着５回、２２時台は出発５回/到着４０回
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これまでの配分方法及び使用ルール

使用ルール

１便ルール１便ルール

【使途制限】 【転用制限】

使用ル ル

【前 分 例】

配分方法

新規航空会社新規航空会社 ＝＝ 均等配分均等配分 25%
地方路線限定

減便される路線の当該転用後の便数
が、当該路線を運航している全航空会社
の便数の合計で1便未満になる場合に、
当該発着枠を回収し、運航を希望する航
空会社を募集する制度

【前回の配分の例】

１６便

増枠増枠
75%

自由枠

空会社を募集する制度

航空
会社

JAL ANA
SKY
ｽｶｲ
ﾏｰｸ

ADO
ｴｱﾄﾞｩ

SNA
ｿﾗｼﾄﾞ

SFJ
ｽﾀｰﾌ
ﾗｲﾔｰ

便数
3

【優先配分】

１６便

（３７便）（３７便）

３便ルール３便ルール

便数 ＋
①

5 0 0 0 0

地方ネットワーク等を評価

大手航空会社大手航空会社 ＝＝ 評価方式評価方式

５便
地方路線限定

羽田空港における少便数路線（総便数
３便以下の路線）をグループ化し、減便
時には他の少便数路線にのみ転用する

ことができる制度

出発枠付与による路線維持
到着枠の有効活用

政策枠等政策枠等
100%

航空
会社

JAL ANA
SKY
ｽｶｲ
ﾏｰｸ

ADO
ｴｱﾄﾞｩ

SNA
ｿﾗｼﾄﾞ

SFJ
ｽﾀｰﾌ
ﾗｲﾔｰ

便数
11
+ 23 0 0 0 0到着枠の有効活用

新規路線開設枠（チャレンジ枠）
国内地方路線枠
際内乗継改善枠

便数 +
①

23 0 0 0 0

（出典）平成24年6月ダイヤ（久米島は季節運航のため運航月の便数）
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利用可能な航空会社の増加

【新規航空会社の羽田就航路線】
【羽田空港における複数参入路線数の推移】

60

（路線数）

平成16年度 平成２４年度
【羽田空港における複数参入路線数の推移】

50

１社路線 ２社路線
３社路線 ４社路線

40

東京国際空港東京国際空港 東京国際空港東京国際空港

30

SKY
(ｽｶｲﾏｰｸ)

ADO
(ｴｱﾄﾞｩ)

SNA
(ｿﾗｼﾄﾞｴｱ)

SFJ
(ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ)

平成16年度 平成２４年度

【新規航空会社の全就航路線】

20

10

0
H12 H17 H22 H24

※ 原則、各年１０月ダイヤ参照。（平成24年は6月ダイヤ）
SKY

(ｽｶｲﾏｰｸ)
ADO

(ｴｱﾄﾞｩ)
SNA

(ｿﾗｼﾄﾞｴｱ)
SFJ

(ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ) 6



運賃の低廉化

※イ ルド 航空会社の旅客 人当たりの1kmあたりの収入（客単価）であり 航空各社間の運賃水準を同 単位にて※イールド：航空会社の旅客一人当たりの1kmあたりの収入（客単価）であり、航空各社間の運賃水準を同一単位にて
比較する指標。 （旅客収入／旅客㌔）

20.0 
ＪＡＬグループ ＡＮＡグループ ＳＫＹ(ｽｶｲﾏｰｸ) ＡＤＯ(ｴｱﾄﾞｩ)
ＳＮＡ(ｿﾗｼﾄﾞｴｱ) ＳＦＪ(ｽﾀ ﾌﾗｲﾔ ) ６社平均 新規４社平均

18 0

19.0 
ＳＮＡ(ｿﾗｼﾄ ｴｱ) ＳＦＪ(ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ) ６社平均 新規４社平均

17.0 

18.0 

16.0 

14.0 

15.0 

13.0 

出典：航空輸送サービスに係る情報公開 7

12.0 
１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度



大手への牽制力 （東京＝札幌路線）

（旅客数シェア：％） 旅客数シェアの推移

40 0%

50.0%

60.0%
ＪＡＬ（＋ＪＡＳ） ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ

（旅客数シェア：％） 旅客数シェアの推移

20.0%

30.0%

40.0%

‐10.0%

0.0%

10.0%

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
（年度）

Ｈ１５

ＪＡＬ ＡＮＡ ＡＤＯ

Ｈ２０

ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ

Ｈ１０

ＪＡＬ ＡＮＡ ＡＤＯ

Ｈ２３

ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ

Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２３

運賃の推移 ※各年６月運賃参照（H10年のADOは12月）

35,000
ＪＡＬ ＡＮＡ ＡＤＯ

30,000

25,000

35,000
ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ

30,000

25,000

35,000
ＪＡＬ ＡＮＡ ＡＤＯ

30,000

25,000

35,000
ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ

30,000

25,000

20,000

15,000

20,000

15,000

,

20,000

15,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

10,000

5,000

0

10,000

5,000

0

10,000

5,000

0
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【新規航空会社の保有機材数の推移】 【ユニットコストの推移】

スケールメリットの享受

（機数）
30

14.0
平成１６年度（新規の定義検討） 平成２３年度（直近の状況）

（機数）
※ユニット･コスト：1座席当たりの1kmあたりの費用（平均コスト）であり、航空会社間の

コスト水準を同一単位にて比較する指標。（費用/座席㌔）

25 ＳＫＹ ＡＤＯ

ＳＮＡ ＳＦＪ
12.0 

14.0 

(ｽｶｲﾏｰｸ) (ｴｱﾄﾞｩ)

(ｿﾗｼﾄﾞｴｱ) (ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ)
20

12.9 

10.0 

(ｿﾗｼﾄ ｴｱ) (ｽﾀ ﾌﾗｲﾔ )

10

15

１２機
11.6 

11.9  12.7 

11.4 
11.8  11.8 

6.0 

8.0 

5

10 10.9  10.0  10.1 

8.4  9.5 4.0 

0

5

0.0 

2.0 

0

出典：「数字でみる航空」、各社事業計画（H24.6）、各社プレス等（H25.3)
※各年１月1日時点

ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ ＳＮＡ ＳＦＪ

※各社決算データ（Ｈ１６年度、平成２３年度）及び航空局資料より航空局作成
※ＳＫＹは平成１６年度途中に決算時期を見直したことから、平成１６年１１月期決算参照
※ＳＦＪは平成１８年３月から就航開始のため、平成１８年度決算を参照 9

(ｽｶｲﾏｰｸ) (ｴｱﾄﾞｩ) (ｿﾗｼﾄﾞｴｱ) (ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ)



地方航空路線の路線数も ここ数年は 景気後退等の影響を受けて 減少が続いている

国内航空路線の現況（路線数の推移）

275
300

路線数

地方航空路線の路線数も、ここ数年は、景気後退等の影響を受けて、減少が続いている。

258

275

217
250

合計

200166

150

200
ローカル

153

100

150

13 17 17

36
44 50

50

幹線

羽田路線

0

(注)１．数字は、以下の航空会社(11社)の合計。
日本航空、全日本空輸、日本エアシステム、日本トランスオーシャン航空、エアーニッポン、日本エアコミューター、ジャルエクスプレス、
スカイマークエアラインズ、北海道国際航空、スカイネットアジア航空及びスターフライヤー

２．幹線とは、新千歳、羽田、成田、伊丹、関西、福岡及び那覇の各空港を相互に結ぶ路線をいう。 10



地方航空路線の需要は、幹線に比べて減少が大きく、ピーク時（平成18年度）の約

国内航空路線の現況（旅客数の推移）

120,000
旅客数（単位：千人）

地方航空路線の需要は、幹線に比 て減少が大きく、ピ ク時（平成18年度）の約
16％減。

96,971

82 211

100,000

120,000

合計

58,341

82,211

80,000

39,237

47,552

40,000

60,000 ローカル線

34,659

20,000 幹線

0

(注)  ①幹線とは、新千歳、羽田、成田、伊丹、関西、福岡及び那覇の各空港を相互に結ぶ路線をいう。

②定期便による実績
出典：航空輸送統計年報 11



路線分類毎の航空会社の路線及び便数(平成19年から24年の推移）

ＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ ＳＮＡ ＳＦＪＪＡＬ ＡＮＡ ＳＫＹ ＡＤＯ ＳＮＡ ＳＦＪ

19年 24年 19年 24年 19年 24年 19年 24年 19年 24年 19年 24年

幹線 路線数 16 17 17 17 3 7 1 1 0 0 0 2

便数 104 95.8 100 102 20 32.4 8 11 0 0 0 9

うち 路線 路線数

（羽田、新千歳、成田、大阪、関西、
福岡、那覇を相互に結ぶ路線）

うち羽田路線 路線数 5 5 5 5 3 3 1 1 0 0 0 2

便数 70 65 62.3 63 20 22.4 8 11 0 0 0 9

うち羽田路線以外 路線数 11 12 12 12 0 4 0 0 0 0 0 0

便数 34 30.8 38 38.5 0 10 0 0 0 0 0 0

羽田＝地方路線 （幹線除く） 路線数 29 28 29 31 1 4 3 4 3 5 1 1

便数 115 128 109 118 6.2 12.2 6.6 10 18 22 11 11

うち低需要路線 路線数 3 4 4 7 0 0 0 0 0 0 0 0

（利用者数が年間１０万人以下の路線） 便数 3 6 5 9 0 0 0 0 0 0 0 0

うちシングルトラック 路線数 10 8 13 14 0 0 0 0 0 0 0 0

便数 15 22 36 37 0 0 0 0 0 0 0 0

地方＝地方路線 （離島路線除く） 路線数 81 33 67 49 0 11 0 5 0 4 0 0

便数 191 110 174 152 0 23 0 10 0 5 0 0

うち低需要路線 路線数 43 15 28 20 0 3 0 3 0 3 0 0

（利用者数が年間１０万人以下の路線） 便数 62.6 32 42.1 34 0 6 0 4 0 3 0 0

うちシングルトラック 路線数 57 18 43 26 0 7 0 3 0 3 0 0

便数 111 48.6 79.1 74 0 15 0 4 0 3 0 0便数

離島路線 路線数 31 31 6 4 0 1 0 0 0 0 0 0

便数 75.7 79.3 27 20 0 5 0 0 0 0 0 0

うち低需要路線 路線数 25 26 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0

（利用者数が年間１０万人以下の路線） 便数 39 3 42 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0（利用者数が年間１０万人以下の路線） 便数 39.3 42.2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

うちシングルトラック 路線数 29 28 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0

便数 57.7 59.3 11 4 0 0 0 0 0 0 0 0

出典：各社６月ダイヤ参照（季節運航便除く） 12



【８５０万人】 新千歳空港

路線別の輸送実績及び便数（羽田路線）①

路線名 旅客数 JAL ANA SKY ADO SNA SFJ 計

1 羽田 新千歳 8 529 541 17 17 9 11 54

所
在
地

北海道千歳市、苫小牧市
・周辺人口 218万人

（2000年比5%増 ）
・地域総生産（石狩）75,068億円

1 羽田－新千歳 8,529,541 17 17 9 11 54

2 羽田－福岡 7,345,595 17 18 10 5 50

3 羽田－那覇 4,899,226 14 9 3.4 26.4

4 羽田－大阪 4,805,453 15 15 30

5 羽田－鹿児島 2,081,135 8 6 3.2 4 21.2

羽
田
路
線

５４便/日（H24.9ダイヤ）

席

6 羽田－熊本 1,783,020 8 5 3 4 20

7 羽田－広島 1,774,910 8 9 17

8 羽田－小松 1,454,166 6 5 11

9 羽田－松山 1,301,330 6 6 12

羽 長崎 ※内装イメ ジ

旅
客

1,600万人
（１日あたり4.4万人）

主
な

機
材

B777-300（500席）10 羽田－長崎 1,298,717 6 4 4 14

11 羽田－宮崎 1,228,596 6 5 7 18

12 羽田－北九州 1,068,049 5 1 11 17

13 羽田－高松 1,064,764 6 6 12

14 羽田－大分 1,048,123 6 4 3 13

※内装イメージ

【４０万人】 女満別空港

所
在

北海道網走郡大空町
・周辺人口 7万人

（2000年比4%減 ）

14 羽田 大分 1,048,123 6 4 3 13

15 羽田－関西 1,041,324 2 4 4 10

16 羽田－函館 966,958 3 3 2 8

17 羽田－岡山 841,396 5 5 10

18 羽田－神戸 817,000 3 5 8
在
地

（2000年比4%減 ）
・地域総生産（オホーツク）10,662億円

羽

19 羽田－秋田 788,601 4 5 9

20 羽田－高知 761,894 5 4 9

21 羽田－富山 715,068 6 6

22 羽田－山口宇部 713,015 4 5 9

23 羽田－徳島 701 022 6 4 10

羽田 女満別 羽田

発時刻 着時刻 発時刻 着時刻

田
路
線

５便/日
(H24.9ダイヤ）

23 羽田 徳島 701,022 6 4 10

24 羽田－旭川 661,269 4 2.9 6.9

25 羽田－青森 529,715 6 6

26 羽田－帯広 493,254 4 3 7

27 羽田－出雲 451,587 5 5

06:55 08:40 09:40 11:30

11:35 13:15 13:45 15:40

12:45 14:30 15:15 17:05

16:15 17:55 18:25 20:20

17 55 19 40 20 25 22 15

旅
客

67万人
（１日あたり1,800人）

主
な

機
材

B767-300（250席）

28 羽田－釧路 414,233 3 2 5

29 羽田－女満別 390,512 3 2.1 5.1

30 羽田－米子 370,025 5 5

17:55 19:40 20:25 22:15

※内装イメージ
40万人

13



路線名 旅客数 JAL ANA SKY ADO SNA SFJ 計

路線別の輸送実績及び便数（羽田路線）②

路線名 旅客数 JAL ANA SKY ADO SNA SFJ 計

31 羽田－庄内 338,413 4 4

32 羽田－佐賀 276,723 4 4

33 羽田－鳥取 263,944 4 4

34 羽田－三沢 247,233 3 3

35 羽田－八丈島 175,945 3 3

36 羽田－能登 134,853 2 2

37 羽田－石垣 117,119 2 2

38 羽田－大館能代 99,347 2 2

39 羽田 稚内 97 548 2 2

10万人

【１０万人】 大館能代

秋田県北秋田市

39 羽田－稚内 97,548 2 2

40 羽田－南紀白浜 83,548 3 3

41 羽田－中標津 78,686 1 1

42 羽田－奄美大島 71,670 1 1

43 羽田－宮古 71,048 1 1

低
需

所
在
地

秋田県北秋田市
・周辺人口 17万人

(2000年比10%減 )
・地域総生産（北秋田）

3,757億円

44 羽田－山形 63,394 1 1

45 羽田－石見 58,300 1 1

46 羽田－紋別 36,574 1 1

47 羽田－久米島 10,168 ① ①

48 羽田 大島 8 829 1 1

需
要
路
線

１便ルール

羽
田
路
線

２便/日

羽田 大館能代 羽田

発 着 発 着

08:55 10:05 10:50 12:00

48 羽田－大島 8,829 1 1

49 羽田－三宅島 5,338 1 1

50 羽田－中部 1,208 

※ 水色セルは幹線（羽田と新千歳 伊丹 関西 福岡 那覇を結ぶ路線） 線

旅
客

11万人
（１日あたり300人）

主
な

機

B737-800（150席）

16:05 17:15 18:10 19:25
※ 水色セルは幹線（羽田と新千歳、伊丹、関西、福岡、那覇を結ぶ路線）
※ 黄色セルは３便ルール適用路線
（庄内、佐賀、鳥取は権益外便が１便含まれており、４便であるが３便ルールの対象）
※ オレンジセルは１便ルール適用路線
（出典）旅客数：航空輸送統計年報（平成23年度）参照

便数：平成24年6月ダイヤ（久米島は季節運航のため運航月の便数）

材 ※内装イメージ

14



スロット配分の指標として適当な安全関係の指標の検討

○ 航空の安全分野は、国際民間航空条約及び同附属書により国際標準が定められており、我が国現状 ○ 航空の安全分野は、国際民間航空条約及び同附属書により国際標準が定められており、我が国
はこれら国際標準に準拠し、かつ、米国基準、欧州基準と整合を図りつつ、安全規制に取り組ん
でいるところ。

○ 我が国の各航空会社は、これら安全規制を遵守し、世界的にみて低い事故発生率を維持してい
ることに加え 過去20年以上の間で乗客の死亡事故を起こしておらず 高い安全レベルを維持し

現状

ることに加え、過去20年以上の間で乗客の死亡事故を起こしておらず、高い安全レベルを維持し
ている。

安全においてより高い水準が実現されるよう、航空会社の安全に対する取り組みを一層促す指標を検討

指標案1 過去５年間内に国に報告（義務報告）した安全上の支障を及ぼす事態に対して講じた措置
（再発防止対策）が一定期間内に完了している割合

• 航空会社は、安全上の支障を及ぼす事態が発生したときは、国に対して、事態の概要に加え、不具合の要因分析、再発防止策等を報告。
• 国は、報告された要因分析の内容、再発防止策等を確認し、不足があれば、追加の分析・検討を指導。
• 必要な要因分析を終了し、再発防止策が策定されると、当該事案に対する措置は完了となる。

航空会社は 並行して必要な再発防止策を実施する

（再発防 対策） 定期間 完 割合

• 航空会社は、並行して必要な再発防止策を実施する。

指標案2 過去５年間内の機材品質に係る不具合に起因する欠航又は15分を超える遅延の発生率

• 航空会社には、例えばよりきめ細かい機材の点検や、予防整備の積極的な実施など機材品質を向上させるインセンティブが働く。
• なお、機材品質に係る不具合に起因する欠航・遅延の発生率は、以下のとおり。

B737-800 A320 
世界の平均 100便当たり ０ ４５便 世界の平均 100便当たり ０ ６５便世界の平均 ：100便当たり ０．４５便 世界の平均 ：100便当たり ０．６５便
日本の平均※ ：100便当たり ０．１９便 日本の平均 ：100便当たり ０．３９便
※B737-800に係る日本の平均には、一部B737-700のデータを含む。

15



航空安全にかかわる情報の調査・分析・活用

航空輸送の安全にかかわる情報を収集・整理・公表し、航空関係者で共有することによって予防的な安全対策に活用

○ 航空運送事業者等は、安全上の支障を及ぼす事態（航空事故、重大インシデント及び安全上のトラブル）が発生したときは、
国土交通大臣に事態の概要、不具合の要因分析、再発防止策等を報告しなければならない。【航空法第111条の4】

要因分析・対策の検討

第一報
航空局

との調整

分析・検討が不十分

分析・検討終了
事案
発生

最終報

措置
完了

航空法第111条の4に基づき
航空運送事業者から報告された安全情報

航空
安全

航空安全情報分析委員会
（年2回開催）

対策の実施

安全
情報
の

公表

航空事業者から報告された安全情報等を踏まえ、
安全性向上のため必要な対策等について、有識者
を交えて審議・検討

安全情報等の分析

平成23年度 月別事故等発生件数（航空運送事業）
97

79 82 83
76 75

65

94
83 86

72
81

60

80

100

120

3

4

5

6

予防的
な安全
対策の

安全情報等の分析

必要な対策の審議・検討

航空安全情報分析委員会審議結果（H24.6）

○ 安全監査等を通じた監視・監督の強化

0

20

40

60

0

1

2

3

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

航空事故(4件) 重大インシデント(6件) 安全上のトラブル(973件)
推進

○ 安全監査等を通じた監視 監督の強化

○ 航空安全情報を用いた予防的安全対策の推進

○ ヒューマンエラー防止対策の推進
個々の安全情報を踏まえ、事業者の対策内容の確認・指導、他の事業者
への水平展開等のフォローを実施。

航空事故(4件) 重大インシデント(6件) 安全上のトラブル(973件)
計983件

航空事故 ：墜落、衝突、火災、行方不明、人が死傷した事態、航空機が損傷した事態（修理が容易でないもの） 等航空事故 ：墜落、衝突、火災、行方不明、人が死傷した事態、航空機が損傷した事態（修理が容易でないもの） 等

重大インシデント ：事故が発生するおそれがあると認められる次の事態
他の航空機が使用中の滑走路における離着陸及びその中止、発動機内部の大規模な破損、与圧の異常な低下 等

安全上のトラブル ：事故や重大インシデントには至らないものの、予防安全対策に活用するために報告が必要な事態。
航空機が損傷した事態（航空事故に該当しないもの）、システムの不具合、非常用機器等の不具合、規則を超えた運航 等 16



国土交通省成長戦略（平成22年５月）における市場メカニズム導入に係る指摘

発着枠配分における市場メカニズムの導入の検討

国土交通省成長戦略（平成22年５月）における市場メカ ズム導入に係る指摘

３．航空分野 戦略５：真に必要な航空ネットワークの維持
２．（２）羽田空港の発着枠の配分の在り方

羽田の発着枠の配分については、市場メカニズムの導入可能性を調査することを通じて、航空会社の事業展開の自由度を高めつつ、真に必要な
ネットワークの維持や競争環境の確保を通じた利用者利便の向上といった公共的価値も併せて実現できる手法について検討を行い 平成23年度中にネットワ クの維持や競争環境の確保を通じた利用者利便の向上といった公共的価値も併せて実現できる手法について検討を行い、平成23年度中に
新たな手法を確立した上で、平成25年度に予定されている増枠分の配分を行う。

「新たな発着枠の配分方法に関する制度設計調査」を実施し、
市場メカニズムの導入可能性について調査・検討

海外事例や市場メカニズム導入に係る課題の整理

海外類似事例の調査（ ヨ ク周辺空港（JFK ア ク ラガ デ ア）でのオ クシ ン）

・ 米国運輸省は空港混雑緩和対策として、航空会社から一定のスロットを回収し、オークションにより配分する案を公表。
・ 航空会社は、希望する時間帯の組み合わせをパッケージとして付け値と共に入札を実施（最大2,000のパッケージと付け値を検討する必要）。
・ 航空会社等から「空港のスロットは政府の資産か否か」を主要論点として提訴を受け、裁判所が実施延期を決定。
・ その後、オバマ民主党政権となり案の取下げを決定。

海外類似事例の調査（ニューヨーク周辺空港（JFK、ニューアーク、ラガーディア）でのオークション）

その後、オ マ民主党政権となり案の取下げを決定。

④配分の対象及び入札パッケージの数
時間帯によりニーズに強弱があるため「タイムスロット」を対象とすべ

①発着枠の財産権的位置づけ

入札収入が発着枠配分の対価となる場合、発着枠の財産権的な位置
づけに て整理が必要 なお 落札金を使用料として位置づける場

市場メカニズム（オークション制度）導入に係る課題

きだが、その組合せが膨大となるため、入札者は膨大な作業が必
要。

⑤国際線の取扱い
羽田国際線について、航空交渉で設定された権益の実行を担保す

るため タイムスロットを確保しておく必要

づけについて整理が必要。なお、落札金を使用料として位置づける場
合、着陸料等との関係の整理が必要であり、また、混雑料金として位置
づける場合、法律上の根拠が必要。

②二次売買の取扱い

国費を投じて整備した羽田空港の発着枠について、航空会社による二 るため、タイムスロットを確保しておく必要。
⑥地方路線や新規航空会社に対する配慮

地方路線や新規航空会社等に配慮を行う場合には、オークション
プロセスでの特別の配慮や対象外とするなどの検討が必要。

国 着枠
次売買の可否や、可とする場合の売却益の帰属等の整理が必要。

③航空会社による寡占や運賃転嫁
資金力のある企業によるスロットの独占・寡占や、入札コストが運賃へ

転嫁されることにより利用者利便を損なう可能性。 17



地方路線維持のための政策コンテストの導入イメージ（案）

競争の激化、航空旅客の減少が進み、地方路線の維持が一層困難となる中、発着枠配分を活用して、地域による路線維持競争の激化、航空旅客の減少が進み、地方路線の維持が 層困難となる中、発着枠配分を活用して、地域による路線維持
の取組へのインセンティブとするとともに、地域間競争の要素を盛り込むことで地域の取組の高度化を図り、以て発着枠配分に
おいて競争性を導入するため、地域が航空会社と連携して行う路線維持の取組について比較・評価し、その結果に基づき発着
枠を配分する仕組みの導入を検討する。
※既存の政策枠の活用状況を踏まえ、当該政策枠を活用してはどうか。

試案のイメ ジ

スキームイメージ

（１）自治体と航空会社が連携し、本制度の発着枠を使用予定の
路線に係る路線維持・利用増進等の取組の提案を提出

（２）対象枠数を超えて提案があった場合の評価・配分

有識者委員会等
①施策の評価（35点）

評価基準のイメージ

試案のイメージ

Ａ市
評価基準提示

○ 評価基準を検討・作成
・補助2000万円／年
・ＰＲイベント
・旅行商品造成 等

補助1億円／年

a路線取組

b路線取組

①施策の評価（35点）

・他の運輸モード、地元企業、エアラインとの連携
・施策の効果分析
②予算金額（35点）

※路線規模等を考慮し補助額が大きい程加点
③路線規模等（30点）

・路線規模（便数が少ないほど加点）
・他の交通機関による代替性

α社

Ｂ県国土交通省
・補助1億円／年
・情報発信
・空港アクセス改善 等

他の交通機関による代替性
国土交通省

○ 評価基準により取組を評価し、
提案路線を順位付け。

○ 上位の提案路線（対象枠数までの

を運航する航空会社

(評価例) a路線 b路線 c路線 d路線

基準① 30 25 32 15

基準② 20 28 10 30
・補助400万円／年
・○○○、××× 等

c路線取組

β社

C市 β社

具体的な制度

順位の路線）を運航する航空会社
に対し、発着枠を１便ずつ配分。

基準③ 15 10 23 10

計 65 63 65 55

③ 対象枠数を超える提案があった場合、有識者委員会等において事前に
① 自治体が主体となり、新規開設・増便・維持等を希望する路線（3便

以下の路線等を優先）の利用増進等の取組について、航空会社や
地元企業等と共同して提案を国土交通省に提出。

※１路線１便分の提案に限る。なお、航空会社が連携を実施する提案
数は制限を設けない。

③ 対象枠数を超える提案があった場合、有識者委員会等において事前に
作成した評価基準に基づき、国土交通省において各提案を評価。採点結
果は、有識者委員会等において適切か審査を実施。（評価基準は、提案の
あった取組の評価、予算額の評価、路線規模等の観点から作成。）

④ 点の高かった上位路線（対象枠数までの順位の路線）の連携航空会社に対
し 当該路線の維持及び当該路線への発着枠の使用を条件に １便分数は制限を設けない。

② 提案内容は、運航費補助、広告・宣伝、空港アクセス等の施策を
パッケージで提出。各施策の予算額や効果、旅客見込みも明記。

し、当該路線の維持及び当該路線への発着枠の使用を条件に、１便分
の枠を配分。

※配分後、条件を満たさなくなった場合は、配分した１便を回収。

２～３年後を目途に、その提案内容の実施状況、効果等を評価・分析の上、必要に応じて制度の見直し、再実施等を検討。 18


